
証券コード　　3042

平成30年６月７日

株 主 各 位
大阪市北区東天満一丁目１番19号

株式会社セキュアヴェイル
代表取締役社長 米 今 政 臣

第17期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第17期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月21日（木曜日）
午後６時（営業時間終了時）までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時30分
２．場 所 大阪市中央区大手前一丁目３番49号

ドーンセンター（大阪府立男女共同参画・青少年センター）
５階
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第17期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委
　　員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第17期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じ

た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.secuavail.com）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、企業の好業績や雇用情勢の改善が

見られ、緩やかに回復してきました。情報セキュリティ業界におきましては、

仮想通貨の流出など標的型攻撃などによる事件性のあるトラブルが多く発生

しております。また、急速に普及するIoT（モノのインターネット）分野での

サイバー攻撃等が相次いだことから、業種を問わない広範な企業で情報セキ

ュリティ対策が見直され、有効な対策へのニーズがいっそう拡大しつつあり

ます。

　情報セキュリティ事業におきましては、「我々はセキュリティサービス業

である」という原点を意識し、強みとしているログ分析、セキュリティ運用

監視（長期契約）を軸に、サービス提供での付加価値向上をスローガンに掲

げて活動を展開しております。具体的には、主力サービス「NetStare®」を提

供する既存顧客を中心に、「サービス品質向上・満足度を高める」ことによ

り、契約期間の延長や、新たな拠点・他機器への追加サービスの提供をいた

だけるよう取組みました。

　研究開発につきましても、次期の基幹システムでもある「NetStare® 

Suite」への研究開発を継続し、ログ情報や監視情報をビッグデータ化するこ

とにより、システムやセキュリティリスクを予測するクラウドサービスの機

能 の 充 実 を 図 り 、 体 験 版 と し て 無 償 提 供 を し て お り ま し た

「LogStare®Collector」の有償版をリリースいたしました。

　人材派遣事業におきましては、当社はかねてから情報セキュリティ市場の

成長に対応できる、経営基盤と組織づくりを強化すると共に、セキュリティ

技術者の育成に取り組んできており、情報漏洩や標的型攻撃が我が国の経済

にも影響を与える可能性が高まり、政府も企業も積極的にセキュリティ対策

に取り組む動きが活発になってきているこの環境をチャンスと捉え、セキュ

－ 2 －

当事業年度の事業の状況



リティ人材の確保、育成をする為に、セキュリティ人材の派遣事業会社を設

立しました。

　経営プロセスの面では、組織の再編を行い、各部門における人材育成に努

めてきました。

　以上の結果、当連結会計年度における業績は、売上高830,242千円、営業利

益11,200千円、経常利益4,585千円、親会社株主に帰属する当期純利益6,899

千円となりました。

　当連結会計年度につきましては、大手既存顧客層を中心にサービス収入が

順調に伸びる一方で、「NetStare® Suite」の大手顧客への本格導入が始まる

等、新たな収益源の開拓も進んでおります。その結果、売上高は37,914千円

（平成29年3月期の個別決算と比較した参考値）の増収となりました。

　増員に伴う人件費拡大等から販売費及び一般管理費は増加したものの、下

期に原価改善、経費削減を行い営業利益は当初予想を大きく上回りました。
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セグメントの概要

　当社は、情報セキュリティ事業の単一セグメントとしてセグメント別

の記載を省略しておりましたが、平成29年５月に連結子会社「株式会社

キャリアヴェイル」を設立して人材派遣事業を開始したことに伴い、当

連結会計年度よりセグメントの区分を情報セキュリティ事業と人材派遣

事業に変更しております。

セグメント別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　単位（千円）

セグメント

情報
セキュリティ事業

人材派遣事業 計

売上高

外部顧客への売上高 830,242 － 830,242

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 6,100 6,100

計 830,242 6,100 836,342

②　設備投資の状況

当事業年度において重要な設備投資はありません。

③　資金調達の状況

当事業年度において重要な資金調達はありません。
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(2) 財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 14 期

(平成27年３月期)
第 15 期

(平成28年３月期)
第 16 期

(平成29年３月期)

第 17 期
（当連結会計年度）
(平成30年３月期)

売 上 高(千円) ― ― ― 830,242

経 常 利 益(千円) ― ― ― 4,585

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

(千円) ― ― ― 6,899

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) ― ― ― 2.13

総 資 産(千円) ― ― ― 714,984

純 資 産(千円) ― ― ― 527,282

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 162.44

（注）１．第17期より連結計算書類を作成しております。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出

しております。

３．１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出してお

ります。

②当社の財産及び損益の状況

区 分
第 14 期

(平成27年３月期)
第 15 期

(平成28年３月期)
第 16 期

(平成29年３月期)

第 17 期
（当事業年度）

(平成30年３月期)

売 上 高(千円) 709,387 683,627 792,328 830,242

経 常 利 益(千円) 35,584 50,871 54,269 19,596

当 期 純 利 益(千円) 32,838 44,922 42,932 19,629

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 10.12 13.84 13.23 6.05

総 資 産(千円) 601,682 631,478 695,402 725,669

純 資 産(千円) 430,624 480,351 523,361 538,641

１株当たり純資産額 (円) 132.71 146.46 159.72 165.94

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出

しております。

２．１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出してお

ります。
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 （3）重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

　該当事項はありません。

②子会社の状況

　当社は、平成29年５月25日に情報セキュリティ人材の育成・派遣を目的と

して株式会社キャリアヴェイルを新規設立し、連結子会社としております。

(4) 対処すべき課題

　　現在は、あらゆるビジネスにおいてネットワークは不可欠なものとなってお

　り、ネットワークが複雑化しています。このような背景があり、情報セキュリ

　ティに対する取り組みが積極的になっております。また、巧妙化するサイバー

　攻撃が、経済環境を脅かす事件へと繋がっており、セキュリティ対策は多様　

　化・高度化していく必要があります。当社グループは、技術革新の加速に伴い、

　常に新しい情報を収集して自社サービスへ反映させ、環境の変化に迅速に対応

　していくことも求められます。

このような事業環境の中、当社グループが継続的に企業価値を向上させてい

　くためには、今後も引き続き以下の課題への対応が必要だと認識しています。
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①　営業スキルの高度化

　営業部門の人材であっても、技術に関する知識レベルを運用技術者と同

等またはそれに近いレベルにまで引き上げることが、当社の付加価値に繋

がると考えています。また、情報セキュリティ市場の変化を先取り、市場

ニーズに対して適切なコンサルタント業務ができる人材育成が市場からの

信頼度向上に繋がると考えています。販売パートナー企業とともに、エン

ドユーザーとの商談を行う際において、常に運用技術者が同行しているの

と同様の専門的な説明が行えるよう、営業スキルに技術的知識を付加する

ことに取り組んでまいりました。その効果が、お客様からの問合せに対す

るレスポンススピードを上げ、ストック型サービスの契約件数増加に繋げ、

さらには上位サービスへの移行による収益の拡大になると考えております。

②　研究開発の充実

　　　　お客様に対して、安定したサポートサービスを継続的に提供するために

　　　は、常に進化、多様化するセキュリティ関連の知識向上、技術向上に努め

　　　る必要があります。その為に、常に安全で安心なサポートサービスを提供

　　　する為に、研究開発に積極的な投資を行うことが必要不可欠となります。

　　　　・自社開発ソフトウェアのバージョンアップ

　　　　・新サービスの基礎となるソフトウェアの開発

　　　　・対応可能機器の範囲拡大のための検証作業

　これらの事に注力し、最先端を行くプロフェッショナルな集団であり続

けることで、顧客満足度を向上させ、既存サポートサービスの更新率を高

め、安定した収益の維持を図るとともに、サポート対応機器の範囲を広げ

ることで、新規顧客獲得の機会を増加させてまいります。

③　人材教育システムの強化

　　　　当社グループの最大の財産は人材であり、サービス提供の基盤となって

　　　おります。そのため、前提となる知識や技術の習得は必須の要件であり、

　　　新卒採用から中途採用に至るまで、全ての社員が入社時に技術研修を受け

　　　ています。しかし、それだけでは知識が陳腐化してしまうため、今後は技

　　　術研修制度を更に充実させてまいります。

　　　　また当社グループはサービスを提供する企業として、お客様とのコミュ
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　　　ニケーションが欠かせないため、説明力・表現力を中心とした直接的な対

　　　人コミュニケーションを鍛える研修制度も見直す予定にしております。

　社員からも要望の高いこれらの研修制度を充実させることで、社員のロ

イヤリティを高め、社員定着率向上を図る必要があります。

　(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

コンピュータセキュリティの運用・保守サービス

コンピュータセキュリティの解析サービス

コンピュータセキュリティの設計・構築

コンピュータセキュリティ製品の販売

情報セキュリティ人材の育成・派遣

(6) 主要な事業所（平成30年３月31日現在）

　①当社

　 本　社 大阪市北区東天満一丁目1番19号

　 東　京　本　部 東京都中央区明石町8番1号

　　②主要な子会社の事業所

　 株式会社キャリアヴェイル  東京都中央区明石町8番1号

(7) 企業集団の使用人の状況（平成30年３月31日現在）

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

39名 ―

（注）１.使用人数は就業員数であります。

　　　　２.第17期（当連結会計年度）より連結計算書類を作成しておりますので、

　　　　　 前連結会計年度末比増減は記載しておりません。

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特に記載すべき重要な事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

(1）発行可能株式総数 7,800,000株

(2）発行済株式の総数 3,245,000株（自己株式224株を含む）

(3）当事業年度末の株主数 2,249名

（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

米 今 政 臣 1,174,000株 36.20%

ＮＲＩセキュアテクノロジーズ株式会社 600,000株 18.50%

カ ブ ド ッ ト コ ム 証 券 株 式 会 社 146,100株 4.50%

ＢＮＹ  ＦＯＲ  ＧＣＭ  ＣＬＩＥＮＴ
A C C O U N T  J P R D  A C  I S G  （ F E - A C ) 62,784株 1.93%

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 47,400株 1.46%

楽 天 証 券 株 式 会 社 39,800株 1.22%

三 木 亮 二 30,200株 0.93%

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 30,161株 0.93%

幅 　 昭 義 24,400株 0.75%

松 井 証 券 株 式 会 社 22,500株 0.69%

（注）１.上記の持株数は、株主名簿に基づき記載しております。

２.当社は自己株式を224株保有しておりますが、上記の持株比率は自己株

式を控除して算出しております。
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３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

－ 10 －

新株予約権等の状況



４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 米 今 政 臣

取 締 役 神 戸 　 仁

インフォフラッグ株式会社　代表
取締役
株式会社キャリアヴェイル　代表
取締役

取 締 役 上 原 武 彦

取 締 役 金 澤 伸 一
NRIセキュアテクノロジーズ株式
会社　事業推進部長

取締役（監査等委員・常勤） 三 木 亮 二

取締役（監査等委員） 上 田 勝 久 かがやき監査法人　代表社員

取締役（監査等委員） 小 松 宣 郷 中央会計株式会社　代表取締役

（注）１．取締役上原武彦氏及び金澤伸一氏、並びに取締役（監査等委員）上田勝久氏及び小松

宣郷氏は社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員）上田勝久氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）小松宣郷氏は、長年にわたり経理・財務業務に携わってきた経

験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、

監査・監督機能を強化するために、三木亮二氏を常勤の監査等委員として選定してお

ります。

５．当社は、取締役上原武彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
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(2) 取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３名
（1名）

34,800千円
（2,400千円）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３名
（２名）

8,400千円
（3,600千円）

合 計 ６名 43,200千円

（注）１．上記のほか、使用人兼務取締役（１名）の使用人分給与を7,200千円支払っておりま

　　　　　す。

２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年６月24日開催の第15期定時株

主総会において年額100,000千円以内と決議いただいております。

３. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年６月24日開催の第15期定時株主総会

において年額20,000千円以内と決議いただいております。

４．取締役の員数は７名（うち社外取締役４名）ですが、無支給者が１名（うち社外取締

役１名）いるため、支給員数と相違しております。

(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役金澤伸一氏は、NRIセキュアテクノロジーズ株式会社の事業推進部長でありま

した。当社と同社との間には製品販売等の取引関係があります。なお、同氏は平成

30年４月１日付で、同社のCSS事業本部副本部長兼CS事業推進部長に就任しておりま

す。

・取締役（監査等委員）上田勝久氏は、かがやき監査法人の代表社員であります。当

社と兼職先との間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）小松宣郷氏は、中央会計株式会社の代表取締役であります。

当社と同社との間には特別な関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況

活動状況

取締役

上 原 武 彦

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ

ております。

取締役

金 澤 伸 一

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ

ております。

取締役（監査等委員）

上 田 勝 久

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席、監査等委員

会13回の全てに出席いたしました。公認会計士としての専

門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確

保するための発言を行っております。

また、監査等委員会において、専門的見地から適宜、必要

な発言を行っております。

取締役（監査等委員）

小 松 宣 郷

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席、監査等委員

会13回の全てに出席いたしました。取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、監査等委員会において、専門的見地から適宜、必要

な発言を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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５.会計監査人の状況

　(1) 名称　　　　太陽有限責任監査法人

　(2) 報酬等の額

支　　　　払　　　　額

公認会計士法第２条第１項業務（監査証明業務）の報酬 11,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

11,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由

　監査等委員会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や

報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行

状況や報酬見積の算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の

判断をいたしました。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容

を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監

査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人である太陽有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執

行の対価として受け、または受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のう

ち最も高い額に２を乗じた額としております。
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６.業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役・使用人の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役・使用人が法

令及び定款を遵守し、倫理観を持ち行動することができるようにコンプライアンスマニ

ュアル及び行動規範を定め、コンプライアンス体制の維持・向上を図ります。

・コンプライアンス上の疑義ある行為については、内部通報運用規程に基づき社内及び社

外の通報窓口を設置し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員で

ある取締役・使用人が通報できるものといたします。

・内部監査を定期的に実施し、法令、定款及び社内規程に準拠し業務が適正に行われてい

るかについて監査するとともに、その結果を監査等委員会へ報告いたします。

・監査等委員である取締役は、監査等委員会及びその他重要な会議に出席し、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の職務の執行を監査いたします。

② 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の職務の執行に

係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の職務の執行

に係る情報については、文書または電磁的媒体に記録し、法令及び社内規程に従い適切

に保存・管理いたします。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役が必要に応じ

て速やかに閲覧できる状態を維持いたします。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・事業活動上の重大な事態が発生した場合には、リスク管理規程に基づき迅速かつ的確な

対応を行うとともに、損失・被害等を最小限にとどめる体制を整備いたします。

・必要に応じ顧問弁護士等の外部専門家にアドバイスを受け法的リスクの軽減に努めます。

・新たに生じたリスクについては、対応責任者を定め、速やかに対応いたします。

④ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制

・定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規程により定められた事項及びその付議基

準に該当する事項は、すべて取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行

います。

・取締役会では定期的に各取締役（監査等委員である取締役を除く。）から職務執行状況

の報告を受け、職務執行の妥当性及び効率性の監督等を行います。

・日常の職務執行については、職務権限規程及び業務分掌規程等の規程に基づき権限の委

譲を行い、権限と責任を明確化して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応じ

－ 15 －

業務の適正を確保するための体制



て規程の見直しを行い、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制を整備い

たします。

⑤ 監査等委員である取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・定例の監査等委員会を毎月１回開催し、監査等委員会規程により定められた事項及びそ

の付議基準に該当する事項は、すべて監査等委員会に付議することを遵守して、重要事

項の決定を行います。

・監査等委員会では定期的に各監査等委員である取締役から職務執行状況の報告を受け、

職務執行の妥当性及び効率性の監督等を行います。

・日常の職務執行については、職務権限規程及び業務分掌規程等の規程に基づき権限の委

譲を行い、権限と責任を明確化して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応じ

て規程の見直しを行い、監査等委員である取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行わ

れる体制を整備いたします。

⑥ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

該当事項はありません。

⑦ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する体制並びに当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの

独立性に関する事項

・監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査等委員会で

協議の上、必要に応じて使用人を配置いたします。

・監査等委員会を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助する範囲

内においては、監査等委員または監査等委員会に帰属するものとし、取締役（監査等委

員である取締役を除く。）の指揮命令は受けないものといたします。

⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするため

の体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

・監査等委員は、取締役会及びその他重要な会議に出席し、報告を求めることができます。

また、監査等委員が必要と判断する会議の議事録について、閲覧できます。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、重大な法令・定款違反及び

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、速やかにその事実を監査

等委員会に報告いたします。

・監査等委員は、その職務執行上必要と判断した事項について、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）及び使用人に報告を求めることができます。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・常勤監査等委員は、定期的に代表取締役と会合をもち、経営方針を確認するとともに、

当社が対処すべき課題及び当社の事業に内在するリスクなどの他、監査上の重要な課題

等について意見を交換いたします。

・監査等委員は、会計監査人及び内部監査部門との連携を図るため、定期的に会合を持ち

ます。
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・監査等委員は監査の実施にあたり、必要に応じて顧問弁護士の意見と助言を求めます。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務報

告に係る内部統制の有効性を評価・報告する体制を整備いたします。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本方針

反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを基本方針と

します。また、必要に応じ外部の専門機関とも連携を取ります。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記に掲げた内部統制システムを整備しておりますが、その基本方針に基づき

以下の具体的な取組みを行っております。

① 取締役の職務の執行に関する取組み

当事業年度は、取締役会の年13回の開催に加え、常勤取締役（監査等委員を除く）全員

が参加する本部長会議を月３～４回開催し、経営方針及び経営戦略に関する重要事項の

決定を行いました。一方では、監査等委員会を年13回開催し、各取締役の業務執行状況

の監督を行いました。

② リスクマネジメント体制に関する取組み

リスクマネジメント委員会の事務局によるリスクアセスメント結果に基づき、当社グル

ープのリスク対応方針の見直しを年１回実施しています。

③ 業務執行の効率性の向上に関する取組み

経営に係る重要事項につき適切な意思決定を行うため月３～４回本部長会議を開催し、

関係する執行役員間において意思決定に先立つ協議・検討を行っております。

７.剰余金の配当等の決定方針

当社は、株主尊重を経営戦略の重要課題と認識し、収益性、安全性の確保に努め、業績に

基づいた配当を実施することにより株主への利益還元に取り組んでいく方針であります。な

お、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

一方、企業体質の強化と将来の事業拡大に備えるために、一定の内部留保の充実を図るこ

とも、株主各位の利益確保に必要不可欠であると考えており、当面は財務体質の強化に努め

る所存です。上記の方針に基づき、当事業年度に係る剰余金の配当は、無配とさせていただ

きます。

当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めてお

ります。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。
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連　結　貸　借　対　照　表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原材料及び貯蔵品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

579,390

385,585

143,347

1,036

24,176

13,363

7,087

4,792

135,593

50,160

12,896

37,264

17,989

17,989

67,443

10,241

1,269

51,130

4,802

流 動 負 債 179,676

買 掛 金 35,476

未 払 金 10,655

未 払 費 用 21,299

未 払 法 人 税 等 2,518

未 払 消 費 税 等 8,862

前 受 金 74,534

預 り 金 4,044

賞 与 引 当 金 9,787

資 産 除 去 債 務 12,500

固 定 負 債 8,024

資 産 除 去 債 務 8,024

負 債 合 計 187,701

純 資 産 の 部

株 主 資 本 525,949

資 本 金 410,800

資 本 剰 余 金 107,002

利 益 剰 余 金 8,270

自 己 株 式 △123

その他の包括利益累計額 1,132

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

1,132

新 株 予 約 権 200

純 資 産 合 計 527,282

資 産 合 計 714,984 負 債 純 資 産 合 計 714,984

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 830,242

売 上 原 価 463,341

売 上 総 利 益 366,900

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 355,700

営 業 利 益 11,200

営 業 外 収 益

受 取 利 息 35

受 取 配 当 金 20

雑 収 入 0 56

営 業 外 費 用

新 株 予 約 権 発 行 費 2,557

持分法による投資損失 3,651

雑 損 失 461 6,670

経 常 利 益 4,585

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 2,280

新 株 予 約 権 戻 入 益 5,104 7,384

特 別 損 失

減 損 損 失 12,500

事 業 所 撤 退 費 用 2,133 14,633

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 2,663

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,824

法 人 税 等 調 整 額 △12,387 △9,562

当 期 純 利 益 6,899

親会社株主に帰属する当期純利益 6,899

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 410,800 387,800 △280,797 △123 517,679

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 △280,797 280,797 －

親会社株主に帰属
する当期純利益

6,899 6,899

新株予約権の発行 －

新株予約権の失効 －

持分法の適用範囲
の 変 動

1,371 1,371

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △280,797 289,067 － 8,270

当 期 末 残 高 410,800 107,002 8,270 △123 525,949

その他の包括利
益 累 計 額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 578 578 5,104 523,361

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 －

親会社株主に帰属
する当期純利益

6,899

新株予約権の発行 200 200

新株予約権の失効 △5,104 △5,104

持分法の適用範囲
の 変 動

1,371

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

553 553 553

当 期 変 動 額 合 計 553 553 △4,904 3,920

当 期 末 残 高 1,132 1,132 200 527,282

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

１．連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　１社

連結子会社の名称　株式会社キャリアヴェイル

　当連結会計年度より、平成29年５月に設立した株式会社キャリアヴェイルを連結の範囲に含

めております。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用会社はありません。

　当連結会計年度より、連結計算書類を作成することになったため、株式会社セキュアイノベ

ーションを持分法適用の範囲に含めておりましたが、株式を売却したため、持分法の適用範囲

より除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
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(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　５～18年

工具、器具及び備品　　５～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用しております。

市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい金額を計上しております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上すること

としております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき

額を計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消

費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

【連結貸借対照表に関する注記】

 有形固定資産の減価償却累計額 109,875千円

－ 22 －

連結注記表



【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 普通株式　　3,245,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

(3) 新株予約権に関する事項

当連結会計年度の末日において発行している新株予約権の目的となる株式の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 普通株式　　200,000株

【金融商品に関する注記】

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用

状況を定期的に把握しております。

投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されて

おりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取締役会に報告されており

ます。

差入保証金は、主に事務所の賃貸借契約に伴うものであります。

営業債務である買掛金は、３ヶ月以内の支払期日であり、その決済時において流動性

リスクに晒されておりますが、毎月資金繰り計画を見直すなどの方法により管理してお

ります。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因等を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあ

ります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません（（注）２．参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額

(※)
時価(※) 差額

①　現金及び預金 385,585 385,585 －

②　売掛金 143,347 143,347 －

③　投資有価証券

その他有価証券 2,062 2,062 －

④　買掛金 （35,476） （35,476） －

（※) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

①　現金及び預金、②　売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

③　投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

④　買掛金

買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 8,178

差入保証金 51,130

（注）これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めており

ません。
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３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

１年以内 １年超

現金及び預金

売掛金

384,668

143,347

－

－

合計 528,016 －

（注）１．現金は金銭債権ではないため、上記金額に含めておりません。

２．差入保証金については、償還期日を明確に把握できないため、上記の償還予

定額には含めておりません。

【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 162円44銭

(2) １株当たり当期純利益 2円13銭

【重要な後発事象に関する注記】

　　　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原材料及び貯蔵品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

560,076

363,770

143,347

1,036

24,176

13,363

7,087

7,293

165,593

50,160

12,896

37,264

17,989

17,989

97,443

10,241

30,000

1,269

51,130

4,802

流 動 負 債 179,003

買 掛 金 36,904

未 払 金 10,741

未 払 費 用 19,577

未 払 法 人 税 等 2,518

未 払 消 費 税 等 8,824

前 受 金 74,534

預 り 金 3,616

賞 与 引 当 金 9,787

資 産 除 去 債 務 12,500

固 定 負 債 8,024

資 産 除 去 債 務 8,024

負 債 合 計 187,028

純 資 産 の 部

株 主 資 本 537,309

資 本 金 410,800

資 本 剰 余 金 107,002

資 本 準 備 金 107,002

利 益 剰 余 金 19,629

その他利益剰余金 19,629

繰越利益剰余金 19,629

自 己 株 式 △123

評価・換算差額等 1,132

その他有価証券評価差額金 1,132

新 株 予 約 権 200

純 資 産 合 計 538,641

資 産 合 計 725,669 負 債 純 資 産 合 計 725,669

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 830,242

売 上 原 価 463,429

売 上 総 利 益 366,812

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 344,301

営 業 利 益 22,511

営 業 外 収 益

受 取 利 息 35

受 取 配 当 金 20

雑 収 入 0 56

営 業 外 費 用

新 株 予 約 権 発 行 費 2,557

雑 損 失 413 2,971

経 常 利 益 19,596

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 5,104 5,104

特 別 損 失

減 損 損 失 12,500

事 業 所 撤 退 費 用 2,133 14,633

税 引 前 当 期 純 利 益 10,067

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,824

法 人 税 等 調 整 額 △12,387 △9,562

当 期 純 利 益 19,629

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 410,800 387,800 387,800 △280,797 △280,797 △123 517,679

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 △280,797 △280,797 280,797 280,797 －

当 期 純 利 益 19,629 19,629 19,629

新株予約権の発行 －

新株予約権の失効 －

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △280,797 △280,797 300,426 300,426 － 19,629

当 期 末 残 高 410,800 107,002 107,002 19,629 19,629 △123 537,309

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券評価

差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額
等 合 計

当 期 首 残 高 578 578 5,104 523,361

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 －

当 期 純 利 益 19,629

新株予約権の発行 200 200

新株予約権の失効 △5,104 △5,104

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

553 553 553

当 期 変 動 額 合 計 553 553 △4,904 15,279

当 期 末 残 高 1,132 1,132 200 538,641

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　５～18年

工具、器具及び備品　　５～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用しております。

市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい金額を計上しております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上すること

としております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消

費税は、当事業年度の費用として処理しております。

【貸借対照表に関する注記】

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 109,875千円

(2) 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 2,501千円

短期金銭債務 1,860千円

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高

　売上高 　961千円

　売上原価 9,764千円

　その他の営業取引 4,303千円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 株 式 数

普 通 株 式 224株 － － 224株

【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

流動資産

賞与引当金 2,985千円

未払費用 368千円

繰越欠損金 2,840千円

その他 1,709千円

小計 7,903千円

固定資産

繰越欠損金 74,790千円

減損損失 5,924千円

投資有価証券評価損 9,575千円

資産除去債務 2,447千円

その他 420千円

小計 93,158千円

計 101,062千円

評価性引当額 △88,674千円

繰延税金資産合計 12,387千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 497千円

繰延税金負債合計 497千円

繰延税金資産の純額 11,890千円
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【関連当事者との取引に関する注記】

種 類 会社等の名称
資本金又は
出資金
( 千 円 )

事業の内
容又は職
業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

法人主
要株主

NRIセキュアテ
クノロジーズ
株 式 会 社

450,000
情報サー
ビ ス 業

（被所有）
直接 18.4

当社製品
・サービ
スの販売

セキュリ
ティ関連
製 品 ・
サービス
の 販 売

311,885 売掛金 66,812

相手先製
品・サー
ビスの購
入

セキュリ
ティ関連
製 品 ・
サービス
の 仕 入

23,204 買掛金 3,944

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

当社製品・サービスの販売並びに相手先製品・サービスの購入については、一般の

取引条件と同様に決定しております。

【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 165円94銭

(2) １株当たり当期純利益 6円05銭

【重要な後発事象に関する注記】

　　　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月18日

株式会社セキュアヴェイル

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 村 　 茂 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 本 　 潤 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社セキュアヴ

ェイルの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結

計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施

することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び

適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内

部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用

方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計

算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社セキュアヴェイル及び連結子会

社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月18日

株式会社セキュアヴェイル

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 村 　 茂 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 本 　 潤 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社セキ

ュアヴェイルの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第17期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査

法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第17期事

業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及

び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項

に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統

制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人である太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人である太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

平成30年５月31日

株式会社セキュアヴェイル　監査等委員会

常勤監査等委員 三 木 亮 二 

監 査 等 委 員 上 田 勝 久 

監 査 等 委 員 小 松 宣 郷 

（注）監査等委員上田勝久及び小松宣郷は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する

社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全

員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者

について適任であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番号

ふ り が な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社の株式数

１

よね

米
いま

今
まさ

政
おみ

臣
(昭和36年６月５日生)

昭和61年９月

平成８年11月

平成13年４月

平成13年８月
平成18年12月

日本オリベッティ株式会社（現　エ
ヌ・ティ・ティ・データジェトロニ
クス株式会社）入社
新日鉄情報通信システム株式会社
（現　新日鉄住金ソリューション
株式会社）入社
ジェイズ・コミュニケーション株式
会社　入社
当社設立　代表取締役社長（現任）
当社　社長執行役員（現任）

1,174,000株

（取締役候補者とした理由）
平成13年８月に当社を設立し、代表取締役社長に就任以来、当社事業の
拡大を一貫して推進し、情報セキュリティサービスの品質向上などを主
導して当社のブランドイメージを高め、当社グループの事業拡大に尽力
しています。このような経験と業績は、引き続き取締役会の意思決定に
資するとともに、当社事業のグローバル展開及び企業価値向上に寄与さ
れることが期待され引き続き取締役としての選任をお願いするものであ
ります。

２

しら

白
いし

石
たつ

達
や

也
(昭和63年２月19日生)

平成22年４月
平成24年４月
平成28年７月

当社　入社
当社　東京技術グループリーダ
当社　東京技術マネージャ（現任）

－株
（取締役候補者とした理由）
当社に入社以来、情報セキュリティ技術に専念し、ユーザーへの提案、
アドバイザーとしての実績を積んできており、お客様の信頼もあり、若
手育成の指導者としての役割も期待され、取締役として選任をお願いす
るものであります。

３

おお

大
まさ

政
たか

崇
し

志
(平成元年７月３日生)

平成23年４月
平成26年１月
平成28年７月

当社　入社
当社　技術グループリーダ
当社　技術マネージャ（現任）

－株
（取締役候補者とした理由）
当社に入社以来、情報セキュリティ技術に専念し、ネットワークセキュ
リティアドバイザーとしての実績を積んできており、パートナーからの
信頼もあり、また、若手育成の指導者としての役割も期待され、取締役
として選任をお願いするものであります。
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候補者

番号

ふ り が な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社の株式数

４

まつ

松
ね

根
たつ

龍
き

希
(昭和63年１月29日生)

平成23年４月
平成26年１月
平成28年７月

当社　入社
当社　技術グループリーダ
当社　技術マネージャ（現任）

－株
（取締役候補者とした理由）
当社に入社以来、情報セキュリティ技術に専念し、セキュリティサービ
スの現場での実績を積んできており、パートナーからの信頼もあり、ま
た、若手育成の指導者としての役割も期待され、取締役として選任をお
願いするものであります。

５

うえ

上
はら

原
たけ

武
ひこ

彦
(昭和26年10月24日生)

昭和58年３月
昭和63年３月
平成10年２月

平成18年６月

司法研修所　卒業
黒田・上原法律事務所　設立
上原武彦法律事務所（現　北御堂筋
パートナーズ法律事務所）　設立
当社　社外取締役（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由）
弁護士としての高い見識と豊富な経験に基づき、中立的かつ客観的な観
点から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言をいただくことを期待し、当社社外取締役としての選任をお願いす
るものであります。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方
法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により社外取
締役として、その職務を適切に遂行していただけると判断しておりま
す。また、同氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし
ての在任期間は、本総会終結の時をもって12年となります。

６

かな

金
ざわ

澤
しん

伸
いち

一
(昭和40年４月21日生)

平成元年４月
平成12年８月

平成23年４月
平成24年４月
平成24年６月
平成26年４月

平成29年４月

株式会社野村総合研究所　入社
NRIセキュアテクノロジーズ株式会
社　出向
同社　MSS事業推進部長
同社　MSS事業本部副本部長
当社　社外取締役（現任）
NRIセキュアテクノロジーズ株式会
社　MSS事業二部長
同社　事業推進部長（現任）

－株（重要な兼職の状況）
NRIセキュアテクノロジーズ株式会社　事業推進
部長

（社外取締役候補者とした理由）
情報セキュリティ分野での多様な経験、見識に基づき、中立的かつ客観
的な観点から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言をいただくことを期待し、当社社外取締役としての選任をお
願いするものであります。なお、同氏は現在当社の社外取締役でありま
すが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年と
なります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．上原武彦氏、金澤伸一氏は、社外取締役候補者であります。

　　　３．当社は、上原武彦氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

　　　　　同取引所に届け出ております。
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４．当社は、上原武彦氏及び金澤伸一氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款第27条

の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額とし

ており、両氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定でありま

す。
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了

となります。

　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存

じます。

　なお、本議案に関しましては、当社の取締役会は、全ての候補者について監

査等委員会の同意を得て、適任であると判断しております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番号

ふ り が な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社の株式数

１

み

三
き

木
りょう

亮
じ

二
(昭和29年1月21日生)

昭和54年4月
平成３年10月

 平成13年８月

平成23年７月

平成27年４月
平成28年６月

三菱自動車工業株式会社　入社
新日鉄情報通信システム株式会社
（現 新日鉄住金ソリューションズ
株式会社）　　入社
当社設立　取締役副社長
当社　執行役員
当社　管理本部長
当社　取締役
当社　内部監査室長
当社　取締役（常勤監査等委員）
（現任）

30,200株

（監査等委員である取締役候補者とした理由）
平成13年８月に取締役に就任以来、当社の情報システム部門において、
長年にわたって積み重ねられた業務経験と業績に加えて、当社常勤取締
役としての経験、培われた見識は、監査等委員会の職責遂行に資するも
のと期待されることから、監査等委員である取締役としての選任をお願
いするものであります。

２

うえ

上
だ

田
かつ

勝
ひさ

久
(昭和40年７月10日生)

平成元年４月

平成６年10月
平成10年８月
平成10年10月
平成19年５月

平成19年６月
 平成28年６月

ファーストファイナンス株式会社
入社
中央監査法人大阪事務所　入所
上田監査公認会計士事務所　設立
上田税理士事務所　設立
かがやき監査法人　代表社員（現
任）
当社　社外監査役
 当社　社外取締役（監査等委員)
（現任） －株

（重要な兼職の状況）
かがやき監査法人　代表社員

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
公認会計士として多数の会社の会計及び経営全般の指導に従事されてお
り、また他の会社の社外監査役として従事されています。当社はこれら
の経験を活かして、妥当性・適正性を有した助言・提言を期待し、監査
等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。な
お、同氏は現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、在任
期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
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候補者

番号

ふ り が な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社の株式数

３

こ

小
まつ

松
のぶ

宣
さと

郷
(昭和52年12月21日生)

平成13年１月
平成17年12月
平成18年12月

平成21年６月

平成24年６月
平成28年６月

中央会計株式会社　入社
同社　取締役
株式会社FirstStep　設立
代表取締役
中央会計株式会社　代表取締役（現
任）
当社　社外監査役
当社　社外取締役（監査等委員)

（現任）

－株（重要な兼職の状況）
中央会計株式会社　代表取締役

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
税務・会計分野での事業を通じて、多数の会社の会計及び経営全般の指
導に従事されており、また税務・会計分野での事業会社の経営にも従事
されています。当社はこれらの経験を活かして、妥当性・適正性を有し
た助言・提言を期待し、監査等委員である社外取締役としての選任をお
願いするものであります。なお、同氏は現在当社の監査等委員である社
外取締役でありますが、在任期間は、本総会終結の時をもって２年とな
ります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．上田勝久氏、小松宣郷氏は、社外取締役候補者であります。

　　　３．当社は、上田勝久氏、小松宣郷氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款第27条の

　　　　　規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

　　　　　す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額として

　　　　　おり、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

　　　　会場：大阪市中央区大手前一丁目３番49号

　　　　　　　ドーンセンター５階（大阪府立男女共同参画・青少年センター）

　　　　　　　TEL 06－6910－8500

　交通　京阪電鉄、Osaka Metro（旧大阪市営地下鉄）谷町線「天満橋駅」

　　　　１番出口から東へ約350m

※会場が昨年と異なります。上記の案内図をご参照いただき、ご来場ください。

地図


